
第３号様式（第４条、第20条関係）（付表２）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 
   

硫 黄 酸 化 物 の 排 出 量 明 細 書                

１ 指定事業所における硫黄酸化物の量の排出許容限度等 

項 目 数 値 

排 出 許 容 限 度 Ｑ （Ｎｍ３／ｈ） 0.666 

重 油 換 算 使 用 量 

Ｗ（kℓ ／ｈ） 0.1940 

Ｗi（kℓ ／ｈ） 0.0723 

２ 指定事業所における排煙を発生する施設別の硫黄酸化物の排出量等 

排煙を発生す
る施設の名称 

硫黄酸化物の 
排 出 量 

（Ｎｍ ３ ／ｈ） 

原料及び燃料
の 種 類 

原 料 及 び 燃 料 の 
使 用 量 
（ι／ ｈ又は㎏／ｈ） 

原料及び燃料中
の 硫 黄 含 有 率 

（ ％ ） 

B-3 ボイラー 

 

 

B-4 ボイラー 

 

 

BS-1  ボイラー 

 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0.027 

 

都市ガス13A 

（重油換算） 

 

都市ガス13A 

（重油換算） 

 

特A重油 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.6kg/h 

(96.98 ℓ ) 

 

74.6kg/h 

(96.98 ℓ ) 

 

72.3ℓ /h 

 

 

 

0 

 

 

0 

 

 

0.059 

 

 

計 0.27  266.3ℓ /h  

重油以外の燃料及び原料の重油の量への換算は、次の表により算定してください。 

燃料の種類 燃料の量 重油量  原料の種類 
原料1 kgに相当する 

重油量 

都市ガス 
1 kg 

1.3 ℓ （20,930.25kJ/N㎥の

ものにあっては、0.60 ℓ ） 

 

廃棄物焼却

炉において

焼却される

産業廃棄物 

 

原料の焼却に伴い平均

的に発生する硫黄酸化

物の量に相当する量の

硫黄酸化物を燃焼に伴

い発生する重油（硫黄

含有率0.3％、比重0.9

とする。）の量（ℓ ） 

液化天然ガス 1.3 ℓ  

液化石油ガス 1.2 ℓ  

原油・軽油 
1 ℓ  

0.95 ℓ  

ナフサ・灯油 0.90 ℓ  

その他  問い合わせください。 

   その他 問い合わせください。 

 

 

指定事業所

における全

ての排煙を

発生する施

設について

記入してく

ださい。 

横須賀市の区域  

Ｑ＝2.5Ｗ0.865＋0.8｛（Ｗ＋Ｗｉ）0.865－Ｗ0.865｝ 

硫黄酸化物の排出量「ｑ」は個々の排煙を発生する施設から排出される硫黄酸化物の量を次頁の

下段に揚げる方法により算定しますが、計算により求める場合は、次式により燃料の燃焼に伴い

算出されるものをいいます。 ｑ=w×d×燃料中の硫黄含有率(%)×0.007 

 (1)「w」とは、個々の排煙を発生する施設を定格能力で使用する場合の１稼動時間当たりの原料

及び燃料の使用量をいいます。 

(2)「d」とは、燃料の比重をいい、液体燃料にあっては0.9、固体燃料にあっては１とします 

使用燃料がガスの場合は

kg/hに換算した値を記入

してください。 



添付書類 
☑ 燃料中の硫黄含有率の根拠を明らかにする書類 

☑ 原料及び燃料の使用量の根拠を明らかにする書類 

備考 １ 「Ｑ」、「Ｗ」及び「Ｗi」とは、別表第２に定めるものをいいます。 

２ ２は、指定事業所における全ての排煙を発生する施設について記入してください。 

３ 「硫黄酸化物の排出量」とは、個々の排煙を発生する施設を定格能力で運転する場

合に当該施設から排出される硫黄酸化物の量をいいます。 

４ 添付書類の欄には、添付した書類については□内にレ印を記入してください。 

 

「W」とは、硫黄酸化物に係る特定事

業所に昭和51年４月１日（表1）以前

から設置されている全ての排煙発生

施設（大気汚染防止法第６条第１項

の規定に相当する電気事業法（昭和3

9年法律第 170号）又はガス事業法

（昭和29年法律第51号）の規定によ

る許可若しくは認可の申請又は届出

がされた電気工作物又はガス工作物

である硫黄酸化物に係る施設を含

む。以下同じ。）において使用され

る原料及び燃料の量を重油の量に換

算した量（単位kℓ /h）の合計量をい

います。 

 

「Wｉ」とは、次に掲げる(１)(２)の合計量をいいます。 

(１) 硫黄酸化物に係る特定事業所に昭和51年４月１日

（表1）以後新たに設置された全ての排煙発生施設（昭和

51年４月１日前に大気汚染防止法第６条第１項の規定に

よる届出がされた施設を除く。）において使用される原

料及び燃料の量を重油の量に換算した量（単位kℓ /h）の

合計量をいいます。 

(２) 硫黄酸化物に係る特定事業所に昭和51年４月１日

（表1）以前から設置されている全ての排煙発生施設のう

ち、昭和51年４月１日（表1）以後に構造等の変更がされ

た排煙発生施設において使用される原料及び燃料の量の

うち、当該構造等の変更により増加した部分の原料及び

燃料の量（昭和51年４月１日前に大気汚染防止法第８条

第１項の規定による届出がされた硫黄酸化物に係る施設

（同項の規定に相当する電気事業法又はガス事業法の規

定による許可若しくは認可の申請又は届出がされた電気

工作物又はガス工作物である硫黄酸化物に係る施設を含

む。）のうち、同日以後に当該届出に係る構造等の変更

がされた排煙発生施設において使用される原料及び燃料

の量のうち、当該構造等の変更により増加した部分の原

料及び燃料の量を除く。）を重油の量に換算した量（単

位kℓ /h）の合計量をいいます。 

「Q」とは、指定事業所及び法許可浄化等処理施設を設置する指定外事業所において排出することができ

る硫黄酸化物の量(単位 N㎥/h)をいいます。 

 

表１ 

小型ボイラー 昭和 60年 9月 10

日 

ガスタービン 

（発電用を除く） 昭和63年2月１

日 ディーゼルエンジン 

ガスエンジン 平成3年2月1日 

 

硫黄酸化物の量は、次のいずれかに掲げる方法により算定される硫黄酸化物の量とする。 

(１) JISＫ0103に定める方法により排出ガス中の硫黄酸化物の濃度を、JISＺ8808に定める方法により排

出ガス量をそれぞれ測定する方法 

(２) JISＫ2541-１から2541-７までに定める方法により液体燃料中の硫黄含有率を、JISＭ8813に定める

方法により固体燃料中の硫黄含有率を、JISＺ8762-１から8762-４までに定める方法その他の適当である

と認められる方法により燃料の使用量をそれぞれ測定する方法 

(３) 硫黄酸化物の量の測定法（昭和57年環境庁告示第76号）に定める方法 


